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技術論文

水田すき込み稲わらの炭化・製鉄利用による温室効果ガス削減 
スキームの提案

Greenhouse Gases Reduction Scheme through Char Production and Steelmaking Utilization  
of Rice Straw Formerly Plowed into Paddy Fields
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抄 録
水田においてメタン発生源となっている稲わらを炭化し，製鉄所で石炭代替として利用することで，大

きな温室効果ガス（GHG）排出削減を図るスキームを提案した。現状では水田にすき込まれた稲わら起因
のメタンと，製鉄所における石炭起因の二酸化炭素が排出されている。ここで稲わらを水田にすき込み処
理せず，炭化し，製鉄所において石炭代替として利用すると両GHGを抑制可能なため，効果的なGHG
削減スキームになり得る。本報告では稲わらによるメタン排出量と，石炭置換に必要な稲わらの量から，
石炭置換によるGHG削減量を評価し，効果的にGHGを削減するスキームとなり得ることを確認した。

Abstract
A greenhouse gases (GHGs) reduction scheme is proposed by carbonizing rice straw, which is 

identified as a major methane source in paddy fields, and utilizing the bio char as a coal substitute 
in steelmaking. Currently, methane associated with rice straw plowed into paddy soils and carbon 
dioxide from coal use in steelworks are emitted to the atmosphere. By foregoing straw plowing into 
paddies, carbonizing the straw instead, and employing the carbonized product as a coal replace‑
ment in steel plants, both GHGs can be mitigated, rendering the approach a potentially effective 
GHG‑reduction scheme. In this study, the GHGs abatement attributable to coal substitution was 
quantified based on estimates of methane emissions from rice straw and the amount of straw required 
to replace coal, confirming that the proposed scheme can effectively reduce overall GHGs emissions.

1.	 はじめに

地球温暖化を抑制するために，各国および各産業セク
ターにおいて温室効果ガス（GHG）の排出削減に向けた取
組みが進められている。パリ協定においては地球の平均気
温上昇を産業革命以前と比較して 2℃未満に抑え，さらに
1.5℃未満に抑える努力を追求することが定められている 1)。
そのターゲット達成のため，2050年までのカーボンニュー
トラル達成が必要とされている 2)。
鉄鋼業における二酸化炭素（CO2）排出量は，世界では

24 億 t/年 3)，日本では 1.1 億 t/年 4)前後とされている。カー
ボンニュートラル達成のためにはその削減が必要であるこ
とから，製銑プロセスを中心に CO2排出削減を狙った様々
な研究開発が行われている 5)。

ここでバイオマス燃料は，その成長過程において CO2を
吸収することからカーボンニュートラルであり，かつ再生
可能な資源であると言える。したがって鉄鋼業における
カーボンニュートラル達成のために，バイオマスの利用を
検討することは重要と言え，バイオチャーの製造技術や活
用可能性についての整理も行われている 6)。
著者らは GHG排出量を大きく削減するスキームを提案

している 7, 8)。GHGは CO2のみならず，メタン（CH4）や亜
酸化窒素（N2O）等，多くのガス種を含んでいる 9)。もし全
体として GHGが削減できれば，CO2に限らず他の GHGを
削減してもその効果は同等と言える。
本スキームでは，有機物の嫌気性分解で発生するメタン

に着目している。非化石燃料由来の CH4の温室効果は CO2

の 27.0倍（100年値の地球温暖化係数，GWP-100）や 79.7
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倍（20年値の地球温暖化係数，GWP-20）である 10)。したがっ
てメタンを削減することは多量の CO2を削減したことと同
等と言える。

GHG等の増減が地球のエネルギー収支を，正味でどれ
だけ変化させたかを示す指標を放射強制力と呼ぶが，CH4

の放射強制力は CO2のそれよりも大きい。すなわち 1分子
当りや単位質量当りとして CH4は赤外線をよく吸収し，効
率よく熱を閉じ込めることから温室効果が CO2よりも大き
い。一方で CH4の大気中の寿命は約 9年と短いため，短
期的影響が強く表れる。したがって GWP-20の値，すなわ
ち 20年値のように短期間に注目した場合の温室効果は大
きくなり，GWP-100の値，すなわち 100年値のように長期
間に注目した場合の温室効果は小さくなると説明される 11)。
近年の日本における CH4排出量は，GWP-100を用いて
換算するとおよそ 3 000 万 t-CO2e/年であり，CO2に次いで
排出量が 2番目に多い GHGである 4)。またカーボンニュー
トラル達成の目標とした 2050年まで 25年を切った中，短
期の温暖化対策として CH4を含む短寿命気候強制因子
（SLCF）への対策が大きな影響を与え得ることも指摘され
ており 10)，CO2の排出削減と並行して重要な課題であると
言える。
本報告では水稲栽培により発生する CH4ならびにその発

生源となっている稲わらに着目する。日本における CH4排
出量のうち水稲栽培によるものが 40％以上を占めており 4)，
主要な発生源となっている。
有機物の分解によって発生する CH4は無酸素状態下で

の微生物活動によって生成促進されることから，湛水した
水田の土壌はメタン生成に適した状態である。日本におけ
る約 80％の水田において，稲わらが有機肥料として土壌に
すき込まれており，稲わらの量を炭素量で表現すると，そ
の量は 2 t-C/（ha・年）前後となっている 12)。
稲わらをバイオマス燃料として捉えた場合，その収量は

日本で 747 万 t，世界で 7.3 億 tと推定されており 13)，非常
に多い。また一年草であるため継続的な入手が可能である。
さらに日本において稲作は平野部で行われていることが多
く，山間部で栽培される木材よりも収集が容易であると予
想される。このように，稲わらはバイオマス燃料として有
望な条件を多く備えていると言える。
本報告では，現在は水田にすき込まれメタンを発生して

いる稲わらをバイオマス燃料として捉え，その稲わらを炭
化物とし，製鉄所において石炭代替物として利用したとき
の GHG削減量を評価した結果について説明する。

2.	 提案するGHG削減スキームの概要

2.1	 スキームの全体概要
本報告で提案するスキームでは，前述の通り有機物とし

て稲わらに着目する。
GHG発生源として水田と製鉄所に着目すると，現状で

は “水田にすき込まれた稲わら起因の CH4”と “製鉄所にお
ける石炭起因の CO2” が排出されている。
ここで稲わらを水田にすき込まず製鉄所において石炭代
替として利用すると CH4と CO2の両方を削減可能なため，
CH4発生のない一般的なバイオマス利用よりも効率の良い
GHG削減スキームになり得る。
既報 8)においては炭化していない生の稲わらを石炭と置
換した場合の GHG削減効果について検討した。しかしな
がら製鉄プロセスでの利用を考えると，揮発分の少ない炭
化物に変換してからの利用が望ましい場合が多いものと考
えられる。そこで本報告においては，製鉄所で使用される
石炭の置換を，稲わら炭化物を用いて行った場合の GHG
削減効果について検討する。

2.2	 メタン排出量の計算方法
水田からの CH4排出量は，DNDC-Riceモデル 14)を元に

した回帰式 15, 16)を用いる。
DNDCモデルは，土壌の炭素や窒素循環をシミュレート

するために開発されたプロセスベースの生物地球化学モデ
ルである 17, 18)。そのモデルを改良し，水田からの CH4排出
量を精密に予測するために開発されたモデルが DNDC-
Riceモデルである。
モデルにおいては，有機肥料の分解と土壌中に溶解した
有機炭素（DOC）の生成，DOC，水素，窒素等の拡散現象，
酸化還元反応による CO2や CH4等の生成消費，大気から
の酸素の取り込み，CH4や CO2等の大気への放出といった
生物化学的な輸送現象が計算される。
ここで水田にすき込まれた稲わらや有機肥料は生物反応
により分解され，DOCやCO2等の土壌中への供給源となる。
すなわちすき込まれた稲わらの一部が CH4に変換され，大
気に排出される。

DNDC-Riceモデルから推定された CH4排出フラックス
を回帰したモデルが日本 GHGインベントリ 12)における水
田からのメタン排出量算定に採用されている。このモデル
では，CH4排出フラックスを，日本の地域，水田の排水区分，
水管理区分ごとに，肥料の炭素量の関数として回帰してい
る。
なお排水区分とは，降雨に対する水田の排水能力の区分

を意味し，排水能力が高い順に 4時間排除，日排除，排水
不良と区分されている。排水能力が低いほど嫌気性雰囲気
になりやすいため，メタン発生量に関係が深いことが分か
る。
水管理区分は水田の湛水状態に関する区分を意味し，常

時湛水と間断灌漑の区分がある。常時湛水は田植えから中
干しまで，ほぼ常に水を張った水管理であり，間断灌漑は
水を張った状態と水を落とした状態を繰り返す水管理であ
る。常時湛水の方が嫌気性雰囲気になりやすいため，常時
湛水の方がメタン発生量は多い。
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その CH4排出量と排出係数はそれぞれ次の式で表現さ
れる。

 E = ∑ i, j, k, l, m [ Ai, m fDi, j fWi, k fOl EFCi, j, k, l, m ]  （1）

 EFC = aX + b    （2）

E：水田からの CH4排出量［kg-CH4/年］，
A：水稲作付面積［ha］，
fD：排水性割合［-］，
fW：水管理割合［-］，
fO：施用有機物割合［-］，
EFC：CH4排出係数［kg-CH4-C/ha/年］，
i：地域，
j：排水性，
k：水管理，
l：施用有機物，
m：中干し期間の延長，
X：有機物施用量［kg-C/ha/年］，
a：回帰式の傾き［kg-CH4-C/kg-C］，
b：回帰式の切片［kg-CH4-C/ha/年］。
本報告では日本の水田を評価対象とした。日本の地域 

（北海道，東北，北陸，関東，東海・近畿，中国・四国，九州・
沖縄）ごと，水田の排水区分ごと，また水田の水管理区分
ごとに式（2）の a，bが与えられる。日本 GHGインベント
リ 12)に記された水田に関する統計データ，すなわち有機物
投入量，水田面積，排水性割合，水管理割合，施用有機物
割合を用いて，稲わらを施用している水田における，地域
ごとの CH4排出フラックスを計算した。
なお有機物施用量は，施用される有機物の炭素含有量と

して表現される。稲わらの炭素含有量は文献 19-21)を参考に
乾ベースで 40％と仮定した。

2.3	 稲わら炭化物と石炭の置換方法
石炭を置換するための稲わら炭化物を作成する試験を行

い，稲わら炭化物の収率ならびに発熱量の測定を行った。
まず稲わらは飼料用に市販されているものを用いた。稲
わら炭化物の製作は試験電気炉を用いて行った。試験電気
炉内に稲わらを充填し，炉内を窒素置換する。窒素を流通
させた状態で炉を昇温し，炉内の温度が 700℃に到達後 30
分保持することで炭化した。その後窒素の流通を続けるこ
とで冷却し，炭化物を得た。
炭化前後の重量を測定し，収率を算出したところ，稲わ

ら炭化物 1 kg-dryを得るために必要な稲わらは 4.76 kg-dry
となった。また低位発熱量は 16.2 MJ/kg-dryとなった。炭
化していない稲わらの低位発熱量は例えば 15.01 MJ/kg-dry
とされており 19)，約 8％上昇したことが分かる。
この稲わら炭化物と石炭との置換は，発熱量等価で行う

こととした。
湿状態基準の石炭 1 kg-wetの発熱量を 24.8 MJ/kg-wet，

CO2排出係数を 2.32 kg-CO2/kg-wet 22)，全水分を 13.7％ 23)と
した。これらの数値を用いると，無水基準の石炭 1 kg-dry
の発熱量は 28.4 MJ/kg-dry，CO2排出係数は 2.66 kg-CO2/kg-
dryと計算できる。
以上をまとめると，一般炭 1 kg-dryを低位発熱量等価で

置換するために必要な稲わら炭化物は 1.75 kg-dryとなり，
炭化していない稲わら換算で 8.34 kg-dryとなる。

2.4	 稲わら乾留に必要なエネルギー
稲わらを乾留するためにはエネルギーを必要とする。し

かしながら必要なエネルギー量を正確に見積もることは難
しい。そこでここでは安全側に見積もるよう，より高温で
乾留が行われるコークス炉のエネルギー消費量を参考にし
た。コークス炉の熱量原単位は一例として石炭 1 t-dry当り
550～600 Mcal（2.3～2.5 GJ）であることが示されている 24)。
稲わら乾留に対しても同程度のエネルギーが必要であると
仮定する。
コークス炉においては石炭の乾留によりコークス炉ガス

（COG）が発生し，COGの一部および製鉄所で発生するそ
の他の副生ガスを用いて乾留の熱エネルギーに充当してい
る。すなわち都市ガス等の外部燃料を使用せずに乾留が行
われている。そこで稲わらの乾留においても乾留ガスのみ
で乾留が行える可能性があるかを検討した。
稲わらを乾留した際に放出されるエネルギー量は以下で

計算した。
 ΔE = LHVs ・ Ms − LHVc ・ Mc  （3）
ΔE：放出されるエネルギー量［MJ］，
LHVs：稲わらの低位発熱量［MJ/kg-dry］，
LHVc：稲わら炭化物の低位発熱量［MJ/kg-dry］，
Ms：乾留前の稲わら量（= 4.76）［kg-dry］，
Mc：乾留後の稲わら炭化物量（= 1.00）［kg-dry］。
図1に計算結果を示す。稲わら 4.76 kg-dryに対して 55.2 

MJが放出されるので，稲わら1 t-dry当りでは11.6 GJとなる。
この値は前述の石炭 1 t-dry当りの熱量原単位の値（2.3～

16
12

図1　稲わら乾留時に放出されるエネルギー
Energy released during the dry distillation of rice straw
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2.5 GJ）と比較して十分大きい。したがって稲わら乾留にあ
たっては乾留ガスのみで，追加の燃料を必要とせず乾留が
行える可能性があることが分かった。そこで本検討におい
ては，稲わら乾留に伴う外部エネルギーは不要と想定した。
なお稲わらの乾留により得られるガスの発熱量は未測定
であるが，例えば木質バイオマスの場合 2 500～4 000 kcal/
Nm3（10～17 MJ/Nm3） 25)であり，転炉ガス（LDG）（8.3 MJ/
Nm3） 22)と同程度以上である。稲わらもバイオマスであるた
め同様と予想され，その場合，乾留用の燃料として十分利
用可能なものと考えられる。

3.	 結果および考察

3.1	 水田から発生するメタン排出量
現状における水田からの CH4排出量を図2に示す。前

述の通り，地域ごとだけでなく排水区分および水管理区分
ごとに CH4排出量が算出されるが，各区分の水田面積を用
いて地域ごとの加重平均値として表現した。北海道，東北，
北陸の 3つの地域における CH4排出フラックスは，その他
の地域のものよりも大きい。その理由は稲わらをすき込む
時期にあると考えられる。温暖地域では秋の収穫後に稲わ
らがすき込まれている。秋にすき込まれた稲わらは，土壌
温度が高い秋の間に土中で好気性分解が進むため，春に湛
水した後の CH4発生量が少ない。一方で降雪地域では春
の融雪後に稲わらがすき込まれ，すぐに湛水される。その
ため嫌気性雰囲気が強くなり，CH4発生量が多い 15)。CH4

排出フラックスの大きさが似ていることを考慮して，ここ
では北海道，東北，北陸地域を北日本地域，それ以外を南
日本地域として取り扱うこととする。
すき込みがない場合，すなわち式（2）における Xを 0と

した場合の CH4排出量を評価した結果を図3に示す。有

機物の施用がなくとも，CH4は少ないながらまだ排出され
る。これは刈り取られたときに残った根や茎等，地中に残
存した有機物の影響等が考えられる。
図 2と図 3の差分が，すき込みを行わなかったときの

CH4削減量となり，北日本地域では 439 kg-CH4/（ha・年），
南日本地域では 182 kg-CH4/（ha・年），全国平均では 302 kg-
CH4/（ha・年）と算出される。

3.2	 石炭置換当りのGHG削減量の評価
石炭 1 t置換当りの GHG削減量を図4に示す。現状の

GHG排出量は，製鉄所における石炭使用によるものと水
田における CH4排出におけるものの合計である。ここでは
石炭 1 t-dry当りで検討するため，熱量等価な稲わら炭化物
1.75 t-dryについて，さらにその稲わら炭化物を製造するた
めに必要な乾留前の稲わら 8.34 t-dryから発生する CH4に
ついて考える。
石炭 1 t-dryの使用に伴い排出される CO2は，前述の CO2

排出係数より 2.66 tである。一方で 8.34 t-dryの稲わらから
の CH4排出量は北日本地域で 750 kg，南日本地域で 360 
kg，全国平均では 562 kgであり，GWP-100を用いて CO2

等価量に換算すると北日本地域で 20.3 t-CO2e，南日本地域
で 9.73 t-CO2e，全国平均では 15.2 t-CO2eとなる。したがっ
て現状における石炭 1 t置換当りの GHG排出量は北日本地
域で 22.9 t-CO2e，南日本地域で 12.4 t-CO2e，全国平均では
17.8 t-CO2eとなる。
次に稲わらをすき込まず石炭置換に用いた場合，石炭使
用に伴うCO2排出が削減される。また CH4排出量は北日
本地域で 102 kg，南日本地域で 31 kg，全国平均では 68 kg
に低下し，GWP-100を用いて CO2等価量に換算すると北
日本地域で 2.76 t-CO2e，南日本地域で 0.84 t-CO2e，全国平

図2	 日本の各地域における，稲わらをすき込んだ水田から
のメタン排出量の推定 8)

Estimation of methane emissions from paddy fields with 
straw plowed in each region of Japan 8)

図 3	 日本の各地域における，稲わらすき込みがない水田か
らのメタン排出量の推定 8)

Estimation of methane emissions from paddy fields in each 
region of Japan with no-straw plowed 8)
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均では 1.83 t-CO2eとなる。石炭使用に伴うCO2排出がない
こと，稲わら炭化物はバイオマス燃料であることから，そ
の使用に伴うCO2排出を計上する必要がないことを考慮す
ると，稲わら炭化物により石炭を置換した場合の GHG排
出量は北日本地域で 2.76 t-CO2e，南日本地域で 0.84 t-CO2e，
全国平均では 1.83 t-CO2eとなる。
これらの差分が稲わら炭化物により石炭を置換した場合
の GHG削減量となり，石炭 1 t置換当り 11.6～20.1 t-CO2e
の GHG削減量となる。

CH4発生を伴わない，木質バイオマスといった通常のバ
イオマスにより石炭を置換した場合，石炭使用に伴い発生
する CO2が削減されるのみであることから，その GHG削
減量は石炭 1 t置換当り 2.7 t-CO2である。しかしながら本
スキームでは，先に示した通り，それよりも大きな削減が
可能であり，石炭 1 tを置換すると 4.3～7.6 tの石炭削減に
相当するGHGを削減できることを意味する。
同様の評価を，GWP-20を用いて行った結果を図5に示
す。GWP-20の方が GWP-100よりも大きいため，CH4削減
によるGHG削減効果が大きい。その結果，石炭置換 1 t当
り 28.9～54.3 t-CO2eの GHG削減効果が得られる。言い換
えれば，石炭 1 tを置換すれば，GHG削減の観点からは石
炭を 10.9～20.4 t-dry削減したことに相当する。
提案したスキームを用いれば，製鉄所における全ての石

炭使用量を削減せずとも，13～23％（GWP-100を用いて換
算した場合），もしくは 5～9％（GWP-20を用いて換算し
た場合）の石炭を置換すればカーボンニュートラルを達成
可能と言える。
この GHG削減効果は，炭化していない生の稲わらを石
炭と置換した場合の GHG削減効果について検討した既
報 8)における効果と比較して大きい。これは熱量等価にお
いて石炭 1 t-dryを置換する際，乾留しない稲わらと置換す
る場合は 1.9 t-dryの稲わらとの置換となるが，稲わら炭化

物と置換する場合は 8.3 t-dryの稲わらとの置換となる。し
たがって石炭 1 t-dry置換当りに削減される CH4が多いため
である。

3.3	 国内の稲わら利用によるGHG削減効果のポテン
シャル

最後に，国内の稲わら全てを稲わら炭化物として石炭置
換に利用した際の，GHG削減量のポテンシャルを試算す
る。
日本 GHGインベントリ 12)には地域ごとの稲わら施用量
が記載されており，それを集計すると日本全体では 648 万
t-dry/年の稲わらが水田においてすき込まれている。その
稲わらを乾留し炭化物として，石炭置換に用いた場合，石
炭置換量は 78 万 t-dry/年となる。削減される CH4は 38 万
t/年となり，GWP-100を用いて換算した場合の GHG削減
量は石炭削減を含めて 1 200 万 t-CO2e/年，GWP-20を用い
て換算した場合は 3 300 万 t-CO2e/年となる。これは日本の
鉄鋼業における CO2排出量の 10～28％に相当し，非常に
大きな効果があると言える。
ただし稲わらは水田土壌を改善し，収量を向上させる肥
料としての役割を有するため 26-28)，それを持ち出して工業
利用するには，代替肥料の検討等を行う必要があると考え
られ，引き続き検討を行いたい。

4.	 結　　　言

現在は水田にすき込まれ，メタンを発生している稲わら
を炭化物とし，石炭代替として利用する，GHG削減効果
の大きいスキームを提案し，以下の結論を得た。

GWP-100を用いて換算した場合，本スキームにおける石
炭 1 t-dry置換当りの GHG削減量は 11.6～20.1 t-CO2eとな
る。すなわち稲わら炭化物によって石炭を 1 t置換すること
は，GHG削減効果として石炭 4.3～7.6 tの置換に相当する

図4	 提案するスキームのGHG削減効果（GWP-100によ
る換算）

GHGs emissions and reductions per ton of coal replaced 
using GWP-100

図 5	 提案するスキームのGHG削減効果（GWP-20による
換算）

GHGs emissions and reductions per ton of coal replaced 
using GWP-20
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ことを意味する。
一方，GWP-20を用いて換算した場合，この効果はさら

に大きくなり，石炭 1 t-dry当りの GHG削減量は 28.9～
54.3 t-CO2eとなる。すなわち，稲わら炭化物によって石炭
を 1 t置換することは，GHG削減効果として石炭 10.9～
20.4 t分の置換に相当することを意味する。これは，メタン
を排出しない通常のバイオマスによる石炭置換と比較し
て，10.9～20.4倍の削減効果に相当する。
提案したスキームを用いれば，製鉄所における全ての石

炭を削減せずとも，GWP-100を用いて評価した場合には
13～23％，また GWP-20を用いて評価した場合には 5～9 
％の石炭を稲わら炭化物で置換することで，実質的なカー
ボンニュートラルを達成可能であると言える。
今後は本スキームを通じて鉄鋼業におけるGHG削減を

実現できるよう，社会実装に向けた取組みを続けたい。
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